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貸借対照表  （2020 年 12 月 31 日現在）    （単位：千円） 

        

科目   金額 

  

科目   金額 

資産の部     負債の部     

流動資産  1,325,261 流動負債  856,787 

現金及び預金  299,666 買掛金  113,078 

売掛金  882,838 未払金  529,849 

商品  28,640 未払費用  78,589 

原材料及び貯蔵品   73,997 未払消費税等  63,989 

前払費用  2,935 未払法人税等  6,168 

未収入金  29,686 前受金  1,056 

その他  7,496 預り金  42,575 

固定資産  62,729 賞与引当金  15,054 

有形固定資産  44,712 リース債務  6,425 

建物  4,888 固定負債  3,893 

構築物  1 リース債務  3,893 

機械及び装置  14,736 負債合計   860,680 

車両運搬具  0 純資産の部     

工具、器具及び備品  15,604     

リース資産  9,485 株主資本  527,310 

無形固定資産  126 資本金  20,000 

電話加入権  126 資本剰余金  110,529 

投資その他の資産  17,890 資本準備金  110,529 

長期前払費用  407 利益剰余金  396,780 

敷金  6,680 利益準備金  5,000 

繰延税金資産  10,802 その他利益剰余金 

 391,780 

          繰越利益剰余金  391,780 

    純資産合計   527,310 

            

資産合計   1,387,991 負債及び純資産合計   1,387,991 
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個別注記表 
  

重要な会計方針に係る事項に関する注記 

1. 資産の評価基準及び評価方法 

（1）たな卸資産 

商品 最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定） 

貯蔵品 最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定） 

  

2. 固定資産の減価償却の方法 

（1）有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに平成28年４月１日以降に取得

した建物附属設備及び構築物については定額法）を採用しております。 

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物及び構築物   ７～１５年 

機械及び装置 、工具器具及び備品    ４～１５年 

（2）無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。 

但し、自社利用のソフトウエアについては、社内における見込利用可能期間（５年）に基づく定額法によっておりま

す。 

（3）リース資産 

所有権移転ファイナンス・リース取引 

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。  

所有権移転外ファイナンス・リース取引  

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

（4）投資その他の資産 

長期前払費用は定額法によっております。 

3. 引当金の計上基準 

所有権移転ファイナンス・リース取引 

 

（1）貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

 

（2）賞与引当金 

従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額のうち当事業年度の負担額を計上しております。 

（3）役員賞与引当金 

役員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当事業年度の負担額を計上しております。 

なお、当事業年度に係る役員賞与は支給しないため、当事業年度末に役員賞与引当金を計上しておりません。 

 

 

4. 消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

 

5. 連結納税制度の適用 

連結納税制度を適用しております。 

 

6. 連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用 

 当社は「所得税法等の一部を改正する法律」（令和２年法律第８号）において創設されたグループ通算制度への移行及び

グループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直しが行われた項目については、「連結納税制度からグループ通算

制度への移行に係る税効果会計の適用に関する取扱い」（実務対応報告第39号 2020年３月31日）第３項の取扱いにより、

「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号 2018年２月16日）第44項の定めを適用せず、繰

延税金資産及び繰延税金負債の額について、改正前の税法の規定に基づいております。 
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貸借対照表に関する注記 

1. 有形固定資産の減価償却累計額 140,101千円

 

2. 親会社に対する金銭債権及び金銭債務 

短期金銭債権 879,710千円

短期金銭債務 100,280千円

長期金銭債権 ―千円

 

損益計算書に関する注記 

 

1. 親会社との取引高 

営業取引による取引高 

売上高 6,403,202千円

仕入高 189,207千円

販売費及び一般管理費 66,103千円

営業取引以外の取引高 363千円

 
 
株主資本等変動計算書に関する注記 

当事業年度の末日における自己株式の種類及び数 
 

株式の種類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数 

普通株式 1,360株 ―株 ―株 1,360株 
  

(注)自己株式は保有しておりません。 

 

2. 配当に関する事項 

（1）配当金支払額 
  

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり 
配当額（円） 

基準日 効力発生日 

2020年12月23日 
臨時株主総会 

普通株式 利益剰余金 130,001 95,589 2019年12月31日 2020年12月28日 

 

（2）基準日が当会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌会計年度になるものの該当事項はありません。 

 

  



―4― 

金融商品に関する注記 

1. 金融商品の状況に関する事項 

（1）金融商品に対する取組方針 

当社の資金運用については運転資金（主として短期）及び設備投資資金（長期）であります。 

（2）金融商品の内容及びそのリスク 

敷金及び保証金は、主に借上社宅及びの賃貸借契約によるものであり、賃貸人の信用リスクに晒されております。 

（3）金融商品に係るリスク管理体制 

ⅰ 信用リスク管理 

敷金及び保証金は、取引開始時に信用判定を行うとともに、契約更新時その他適宜契約先の信用状況の把握に努め

ております。 

ⅱ 流動性リスク管理 

借入金は、流動性リスクに晒されておりますが、当社では、資金繰り計画を作成する等の方法により管理しておりま

す 

（4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれて

おります。当該価額の算定において変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該

価額が変動することがあります。 

 

2. 金融商品の時価等に関する事項 

当事業年度末における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握

することが極めて困難と認められるものは次表には含まれておりません。 
（単位：千円） 

  

  貸借対照表計上額 時価 差額 

（1）現金及び預金 299,666 299,666 ― 

（2）敷金 6,680 6,696 15 

資産計 306,346 306,346 15 
 

  

上記の公正価値の算定方法は次のとおりであります。 

（1）現金及び現金 

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 

（3）敷金 

主に借上社宅と駐車場の賃借契約時に差入れている敷金であり、償還予定時期を見積り、安全性の高い長期の債券

の利回りで割り引いた現在価値により算定しております。 

   （4）借入金 

変動金利であるため、短期間で市場金利を反映し、また、当社の信用状態は借入実行後大きな変動はないことから、

時価は帳簿価格に近似しているため、当該帳簿額の金額によっております。 
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税効果会計に関する注記 

1. 繰延税金資産・負債の主な発生原因別内訳 

繰延税金資産 

未払事業税 1,446千円

賞与引当金 5,100千円

減損損失 247千円

その他 4,528千円

繰延税金資産小計 11,322千円

評価性引当額 △520千円

繰延税金資産計 10,802千円

 
  

関連当事者との取引に関する注記 

１. 親会社及び法人主要株主等   
 （単位：千円） 

  

種類 会社等の名称 
議決権等の 
所有（被所 
有）割合 

関係内容 
取引の内容 取引金額 科目 期末残高 

役員の兼任等 事業上の関係 

親会社 
 

株式会社 
すかいらーく 
ホールディングス 

所有  
直接100％ 

兼任 １名 

役務の提供等 
役務の提供等 
（注１,３） 

6,403,202 
売掛金 
未収入金 
未払金 

851,197 
28,512 
100,280 

配当金の 
支払 

受取配当金 
（注５） 

130,001 配当金 ― 

  

 
 

２.兄弟会社等 
 （単位：千円） 

  

種類 会社等の名称 
議決権等の 
所有（被所 
有）割合 

関係内容 
取引の内容 取引金額 科目 期末残高 

役員の兼任等 事業上の関係 

親会社の 
子会社 

ニラックス 
株式会社 

所有 
直接 
0％ 

兼任 １名 役務の提供等 
役務の提供等 
（注１,３） 

40,858 
売掛金 
未収入金 
未払金 

2,933 
843 

4,793 

  

（注１）役務の提供等については、役務提供に係る費用等を勘案して合理的に価格を決定しております。 
（注２）貸付金利については市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。 
（注３）取引金額には消費税等を含めておりません。 
（注４）期末残高には消費税を含めております。 
（注５）配当金については、当期純利益をベースに協議の上、決定しております。 

 
 

１株当たり情報に関する注記 

1. １株当たり純資産額 387,728.22円

2. １株当たり当期純利益 87,341.54円

 

 

重要な後発事象に関する注記 

該当事項はありません。 

 

 

 

その他の注記 

記載金額は、千円未満を切り捨ててして表示しております。 

  


